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論文
戦間期H本の貨物自動車輸送ー全国的概観ー※
北
?
聡
要
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戦間期の日本では、外資系自動車会社である日本フォード、日本GMによる自動車製造
および全国的道路改良による道路状況の改善を背景に、貨物自動車の利用が大都市圏か
ら地方へと批大した。迅速かつ機動的な戸口から戸Dへの輸送という鉄道輸送には無い
特徴をもつ貨物自動車は、輸送時間と輸送費の点で鉄道より優れていたことから、鮮度
の維持が欠かせない生鮮食料品の輸送などに活用され、鉄道の補助輸送のほか鉄道と並
行する輸送にも進出して、短距離輸送を中心に国有鉄道と自動車の競合が発生した。貨
物自動車輸送業は車両 l台を所有する小規模経営が一般的で、荷主の指示により随時随
所で輸送を行う貸切営業が大宗をしめ、貨物自動車の急増に伴う競争の中で、輸送業者
は種々の営業努力を行いつつ経営を成り立たせていた。
キーワード：貨物自動車；貨物自動車輸送；貨物自動車輸送業者；道路改良；フォード； GM; 
シボレー；鉄道省；国有鉄道
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1. はじめに
経済活動の陰路を打開して効率化を進める交通インフラが、近代経済成長の過程で重要な
役割を果たしたことは言うまでもなく、近代日本においても各種の交通インフラはその役割
を変化させつつ物資輸送に貢献した。明治前期の陸上輸送においては封建的規制の撤廃に伴
い荷馬車などを用いた長距離道路輸送が行われたが、明治中期以降になると鉄道網の発達に
より陸上輸送の中心は道路から鉄道へと移行し、道路輸送は鉄道輸送を補助する小運送を担
うようになった。こうした状況に変化をもたらしたのが戦間期における貨物自動車輸送の展
開であり、大都市から地方へと全国的な広がりをみせた貨物自動車は、鉄道小運送だけでは
なく鉄道と並行する輸送にも進出して鉄道から貨物を奪い、鉄道中心の陸上輸送体系に動揺
が生じたのである。したがって、戦間期の貨物自動車輸送に検討を加えることは、近代日本
の交通インフラを考察する上でも不可欠の重要性を持っている。
ー
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戦間期の貨物自動車については、経営史的な視点から、当時有力であった外資系自動車会
社フォードとGM(ゼネラル・モータース）の経営に検討が加えられ1)、自動車の全国的伝
播の過程が地理学的アプローチによって明らかにされている 2)。一方、自動車を用いた貨
物輸送に関しては、特定の品目、路線や道路改良との関連に焦点を当てた考察が進められて
いるものの 3)、そうした個別事例研究を行うためには、貨物自動車輸送の全体像と地域性
を解明することが不可欠であり 4)、本稿は、戦間期における貨物自動車輸送の内容と特色
および貨物自動車経営の実態を全国的に概観したい。本稿では主な資料として貨物自動車輸
送に関する鉄道省の調査報告書を利用した。表1に示した各種の報告書は当時の貨物自動車
表 1 貨物自動車運輸に関する鉄道省の調査報告書
タイトル 編者 刊行年
①自動車に関する調査報告（第2輯） 鉄道省運輸局 1928年
②貨物自動車影響調査 鉄道省運輸局 1932年
③北海道に於ける貨物自動車 札幌鉄道局運輸課 1931年
④貨物自動車調査 仙台鉄道局運輸課 1936年
⑤貨物自動車運輸に関する調査 東京鉄道局運輸課 1927年
⑥中部日本の自動車運輸 名古屋鉄道局運輸課 1930年
⑦ 大自阪、京都、兵庫、滋査賀の各府県下に於ける 大阪鉄道局運輸課 1927年動車運輸に関する調 報告
⑧貨物自動車に関する調査 門司鉄道局運輸課 1928年
（注）報告書⑦に編者の記載は無いが、他の報告書に照らして、編者は大阪鉄道局運輸課と推
測される。
輸送の実態を示す数少ない資料で、鉄道貨物輸送が自動車に侵食されつつある状況を反映し
て、鉄道と貨物自動車の競合に重点を置いた調査が行われている 5)。調査対象となった地
域は、鉄道省運輸局が作成した報告書①と②が全国、地方鉄道局編纂の報告書③から⑧は各
鉄道局管内で6)、③から⑧は、鉄道省運輸局が①および②を作成する際に利用したデータ
を増補したものと推測される。なお、本稿ではとくに断りのない限り以下の地域区分を用い
る。北海道。東北：青森、秋田、岩手、山形、宮城、福島。南関東：東京、神奈川、千葉。
北関東：埼玉、茨城、栃木、群馬。東海：静岡、愛知、三重、岐阜。東山：山梨、長野。
北陸：新潟、富山、石川、福井。近畿：大阪、兵庫、京都、滋賀、奈良、和歌山。山陽：
岡山、広島、山口。山陰：鳥取、島根。四国：香川、徳島、愛媛、高知。九朴I: 福岡、佐
賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島。沖縄。
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2. 貨物自動車輸送の展開
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(1)貨物自動車の増加
明治30年代に海外から導入された貨物自動車は、当初大都市などに利用が限られていた
が、関東大震災後の輸送難の時期に鉄道貨物の集配などに活躍したことで輸送力を評価さ
れ、全国に利用が拡大した7)。全国の貨物自動車数を示した表2からは戦間期における急増
が確認できよう。当時、貨物輸送では主に 1トン積車両が使われており 8)、貨物自動車中の
lトン積車両の割合は1926年の南関東で75%、北関東で93%9)、1927年の九州で87%に及ん
だ10)。車種はフォードとGMのシボレーが一般的で、表3に示されるように両車種で貨物自
動車の大半をしめていた。なお、フォードの比率が低下しシボレーの比率が上昇しているの
は、初期の段階で比較的安価なフォードが多く受容され、その後シボレーが普及したことに
よる11)。
表2 貨物自動車数（全国） 表3 貨物自動車にしめるフォードとシボレーの割合
年 台数
1916 24 
1918 42 
1920 443 
1922 1,383 
1924 3,058 
1926 7,884 
1928 14,467 
1930 25,662 
1932 35,939 
1934 43,182 
1936 51,338 
年 地方 フォード シボレー その他
1926 南関東 76 (3,788) 2 (100) 22 (1,081) 
北関東 90 (898) 2 (28) 5 (53) 
1927 九州 67 (388) 31 (182) 2 (13) 
1929 東海 48 (1,475) 27 (824) 26 (798) 
東山 59 (599) 30 (289) 11 (100) 
北陸 51 (497) 36 (355) 13 (129) 
1930 北海道 57 (203) 38 (137) 5 (19) 
1933 東北 47 (505) 49 (527) 5 (49) （％、台）
（注） 東海は三重県の一部郡市の数値が、北陸は新潟県の一部郡市の数値
（台） がそれぞれ含まれない。
北海道は全貨物自動車508台中の359台にしめる割合。東北は山形県
（出所） 『日本帝国統計年鑑』各年。 の数値と福島県の一部郡市の数値が含まれない。
（出所） 1926年：表 lの⑤、 37-38ペー ジ。 1927年：表 lの⑧、 37-45ペー
ジ。 1929年：表lの⑥、 322-323ページ、④の265ペー ジ。 1930年・
表lの③、 8ペー ジ。 1933年：表1の④、 28、82、226、243ペー ジ。
では、こうした貨物自動車の増加はどのような地域性を伴っていたのだろうか。表4によ
り地方別の貨物自動車数をみると、南関東と近畿が一貰して上位をしめ、 1920年代半から東
海がこれに加わって貨物自動車利用の先進地域を形成している。南関東、近畿、東海の各地
方はそれぞれ京浜、阪神、中京の工業地帯を擁しており 12)、経済活動の活発さが貨物自動
車の利用を促したと考えられる。その他の地方も20年代末以降保有度を高めており、貨物
自動車は大都市匿を有する先進地域から地方へと普及し、貨物自動車保有の地域格差は縮
小傾向にあったと推測できよう 13)。貨物自動車の利用が広がった要因としては、フォード
?
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表4 地方別貨物自動車数
地方 1916 1918 1920 1922 1924 1926 1928 1930 1932 1934 1936 
北海道 ゜1 14 11 10 28 100 341 867 1,155 1,594 東北 2 ゜22 32 74 211 619 1,148 1,988 2,423 2,786 北関東 2 2 33 64 141 554 1,357 2,076 2,833 3,406 4,021 南関東 19 28 208 590 1,370 3,587 5,623 9,473 10,594 12,226 14,516 
東山 ゜゜4 29 63 308 647 886 1,126 1,152 1,299 東海 ゜5 46 94 305 846 1,693 3,001 4,670 5,401 6,384 北陸 ゜゜7 54 122 364 692 1,199 1,724 1,933 2,071 近畿 1 5 78 371 670 1,258 1,870 3,721 6,387 7,691 10,492 山陽 ゜1 7 58 131 298 592 1,217 1,841 2,222 2,730 山陰 ゜゜6 4 8 34 121 317 424 727 634 四国 ゜゜゜20 55 128 272 626 975 2,091 1,558 九州 ゜゜18 56 109 268 881 1,692 2,505 2,743 3,225 沖縄 ゜゜゜゜゜゜゜1 5 12 28 （台）（注） 地域区分は本文の「はじめに」を参照のこと。
（出所） 『日本帝国統計年鑑』各年。
とGMが日本法人を設立しノックダウン方式による自動車製造を開始したことが第 1にあげ
られる。 1925年横浜に設置された日本フォードと1927年大阪で設立された日本GMは、それ
ぞれ全国主要都市の特約販売店を通じて販路を拡大し14)、1932年の東北地方の貨物自動車
販売業者を示した表5からは、両社の販売店が各県の主要都市におかれていたことが確認で
きる。現地組立方式によって自動車が円滑に供給されたことは、自動車部分品の関税が低率
だったことと相侯って自動車価格を低下させ15)、明治末から大正初年に10銭ないし20銭で
あった貨物自動車のマイル当り減価償却費は16)、1928年には 4銭まで下落している17)。ま
た、国内部品工業の発達に伴って部品の交換や修繕が容易となり 18)、ガソリン価格も低下
傾向にあったことから19)、自動車の利用はさらに促された。こうした変化について仙台鉄
道局は次のように振り返っている。
大正十年迄ノ貨物自動車数ハ微々タルモノニシテ自家用トシテ…自家発着貨物ヲ運搬
シ居タルモノ等二止マリ然モ之等卜雖モ価格ノ高価ナルト修繕等ノ不便、燃料ノ裔価等
ハ小運送機関トシテ重宝ナルモノトノ感ハアリシモ未ダ採算上実用化セラレザル状況ナ
リシガ、大正十二年帝都ノ震災後部分品ノ販売、修繕ヲ専業トスルモノ漸次増加シテ容
易二修繕ヲ為シ得ルニ至リタルト価格、燃料等モ低下シタルトニヨリ営業用ノ小運送機
関トシテ利用スルモノ漸ク出デ…20)
一方、道路法制定に伴い1920年から実施された全国的道路改良も自動車の利用を拡大させ
たと考えられる21)。1920年から36年までの道路改良実績を示した表6をみると、改良延長
と改良費の上中位地方は表3の貨物自動車数の上中位地方を重なっており、道路状況の改善
が貨物自動車の普及にプラスの効果を与えた可能性は高い22)。次節では、貨物自動車輸送
?
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の特色を輸送量、輸送品目、鉄道輸送との比較などから検討しよう。
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表5 東北地方の貨物自動車販売業者 (1932年）
県 所在地 会社名 取扱車種
宮城 仙台市 ミヤギ自動車商会 シボレー
仙台市 奥羽自動車販売会社 フォード
岩手 ー関町 東陽自動車商会 フォード
盛岡市 岩手自動車販売会社 フォード
盛岡市 盛岡モーター商会 シボレー、 GM
山形 山形市 福島モーター商会 シボレー
山形市 吉井屋自動車部 フォード
鶴岡市 フォード支店 フォード
鶴岡市 ゼネラルモータース会杜 シボレー
秋田 秋田市 秋田モーター商会 シボレー
大館市 角弘銅鉄店大館支店 フォード
圭目オ木 青森市 東京安全自動車会社青森出張所 フォード、シボレー、ダッチブラザース
青森市 横内モーター商会 シボレー
青森市 角弘銅鉄会社 フォード
弘前市 角弘銅鉄会社 フォード
福島 郡山市 坂坂屋商店 フォード
富久山村 第一モーター商会 フォード
福島市 福島モーター商会 シボレー、ベッドフォード
福島市 福島商事会社 フォード
若松市 笠間商会 フォード
若松市 会津モーター商会 シボレー
若松市 第ーモーター商会 ダッチブラザース
（出所）仙台鉄道局運輸課網『貨物自動車調査』 （同課、 1936年） 66、113、171-22、213、215、230ペー ジ。
表6 国府県道の地方別道路改良実績 (1920-36年）
地方 改良延長 改良費
北海道 1,093 6,706 
東北 4,920 42,468 
北関東 3,474 38,487 
南関東 2,471 88,362 
東山 1,899 26,982 
東海 3,062 72.482 
北陸 1,400 38,213 
近畿 4,162 135,692 
山陽 1,255 29,535 
山陰 855 15.207 
四国 1,128 18,040 
九州 3,543 68,960 
沖縄 174 1,928 
(km) (千円）
（出所）内務省土木局編『道路現況調』 (1938年）。
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(2)貨物自動車輸送の特色
貨物自動車輸送は鉄道と並行する輸送とそれ以外の輸送に大別され、後者には鉄道小運
送および鉄道と並行せず鉄道との連絡も無い輸送が含まれる。貨物自動車の全国レベルの
輸送量は鉄道省が調査した断片的な数値しか残されていないが、それによれば、 1926年の
国有鉄道沿線の貨物自動車総輸送量は1,477,592トン、そのうち国有鉄道と並行する輸送量が
731,201トンであった23)。国有鉄道と競合する輸送量は1930年には3,556,228トンヘと 5倍余
りも増加しており 24)、表3でみた貨物自動車の増加を背景に貨物自動車輸送が活発化し、
鉄道との競合の度合いも増加したと推測できよう。この3,556,228トンの地方別内訳を示した
表7をみると、輸送量の分布は表3の貨物自動車数の分布とほぼ対応している。 1930年の鉄
表7 鉄道と競合する自動車貨物の地方別輸送量 (1930年）
地方 輸送量
北海道 50,161 (1) 
東北 231.033 (6) 
北関東 183,099 (5) 
南関東 1,042,380 (29) 
東山 79,519 (2) 
東海 463.789 (19) 
北陸 195,399 (5) 
近畿 687,285 (19) 
山陽 209,365 (6) 
山陰 34,562 (1) 
四国 95,313 (3) 
九州 284,323 (8) 
計 3,556,228 (100) (t、%)
（注） 鉄道は国有鉄道を指す。輸送量は運輸事務所別の数値
に基づいているため、地方によっては実際の輸送星と
の間で若干のずれがある。
（出所）鉄道省運輸局編『貨物自動車影響調査』 （同局、 1932
年）、 6-9ペー ジ。
道と競合する貨物自動車輸送量355万余トンは、同年の国鉄総輸送量5,593万トンの6.4%にあ
たり 25)、貨物自動車と鉄道の競合はいまだ部分的なものであったが、長距離輸送を主眼と
する国有鉄道に対して、自動車は短距離の輸送を得意としていたため、短距離輸送に限れ
ば、国鉄と貨物自動車の競合の度合いはより強かったと思われる26)。貨物自動車と鉄道の
競合関係は各地域の鉄道路線の配置や経済状況などに依存しており、例えば、県別の貨物自
動車輸送量が判明する門司鉄道局管内10県の状況を示した表8を見ると、九州地方の中心
である福岡県と中国地方の中心である広島県はそれぞれ総輸送量の 1位と 2位を占めている
が、広島は鉄道と競合する輸送量で下位に位置し、総輸送量に占める鉄道競合輸送量の割合
?
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表8 門司鉄道局管内10県貨物自動車輸送量 (1927年）
7 
県 総輸送量 鉄道と競合する輸送量
福岡 92,617 (100) 31,873 (34) 
佐賀 10,443 (100) 4,566 (44) 
長崎 9,195 (100) 2,752 (30) 
熊本 43,360 (100) 14,449 (33) 
大分 27,691 (100) 5,146 (19) 
宮崎 16,319 (100) 4,499 (28) 
鹿児島 19,703 (100) 5,473 (28) 
山口 36,425 (100) 10,133 (28) 
広島 66,914 (100) 5,605 (8) 
島根 16,428 (100) 0 (0) 
合計 339,095 (100) 84,496 (25) (t、%)
（注） 鉄道は国有鉄道を指す。島根県は2郡のみの数値。
（出所）門司鉄道局運輸課編『貨物自動車に関する調査』 （同課、 1928年）、
87-94、100-101、116-123ページ。
もかなり小さい。両県とも経済活動ぱ活発だったと考えられるが、広島では幹線である山陽
本線が瀬戸内海沿いの南部に偏って敷設されていたため、鉄道と並行する輸送よりも内陸部
との連絡輸送に自動車が使用されることが多く、一方、国鉄路線が比較的偏りなく発達して
いた福岡では鉄道と自動車の競合が生じやすかったのである27)0 
続いて、貨物自動車の輸送品目をみていこう。この点については、前段であげた1930年の
輸送量355万余トンのうち2,907,218トンの品目が判明しており、表9に示した主要品目のう
ち、貨物自動車輸送の特色を考える上で注目されるのが魚介類、野菜類、果物類である。戦
間期の都市化の進展は都市人口の増加と都市の食料需要の拡大をもたらし28)、都市部への
説菜や鮮魚の輸送が活発化したが、これら生鮮食料品は商品の性質上鮮度の維持が不可欠で
あったことから、鉄道に比べて迅速な輸送が可能な貨物自動車が利用されたのである。鉄道
輸送が予め決められた路線や運行時刻に基づいて行われるのに対して、貨物自動車では輸送
の時間、回数、地域は随意に決定できるため、荷主の希望を反映した小規模な機動的輸送が
可能で、青果市場や魚市場の開始に合わせた貸切輸送や29)、鉄道が迂回する箇所を直行す
るといったことが行われた。前者の例としては、佐賀県の唐津から佐賀までの鮮魚輸送が
あげられ、同区間で 1トンの鮮魚を輸送する場合、鉄道の輸送距離が46.4km、運賃が14円45
銭、輸送時間が2時間だったのに対して、貨物自動車では輸送距離が48km、運賃が15円、輸
送時間が3時間で、輸送距離、運賃、輸送時間の全ての点で鉄道が優位にたっていた。しか
し、実際の輸送では貨物自動車が利用され30)、その理由は、市場との連絡を重視した輸送
時間の設定にあった可能性が高い。後者の事例としては、熊本県の水俣から鹿児島県の薩摩
大口まで鮮魚 lトンを輸送する場合、鉄道では路線が迂回していたため輸送距離が160kmに
?
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表9 鉄道と競合する自動車貨物の主要品目 (1930年）
品目 輸送量
魚介類 208,963 (7) 
木材 196,854 (7) 
米 163,790 (6) 
野菜類 141,041 (5) 
肥料 112,495 (4) 
薪炭類 110,987 (4) 
石炭類 107,132 (4) 
繭類 98,091 (3) 
織物類 95,891 (3) 
砂糖 78,687 (3) 
酒類 78,592 (3) 
果物類 77.191 (3) 
糸類 57,022 (2) 
セメント類 55,136 (2) 
小計 1,581,872 (54) 
合計 2,907,218 (100) (t、%)
（注） 国有鉄道と競合する貨物3,556,228t中の2,907,218tについて輸送
量50,000t以上の品目をあげた。
（出所）鉄道省運輸局編『貨物自動車影響調査』 （同局、 1932年）、
41-43ページ。
及び、輸送時間も15時間を要したが、貨物自動車を利用すれば輸送距離は35.2kmに、輸送時
間も 3時間に短縮できた31) 0 
貨物自動車では戸口から戸口へ輸送が行われるのに対して、発着地における小運送が付随
する鉄道輸送では余分な時間と運賃がかかり、積み下ろし回数も多いことから荷造りにも手
間を要した。貨物自動車の輸送時間と鉄道の純粋な輸送時間には大差は無かったが、発着地
の鉄道小運送とそれに伴う手続きには表10にあげたような時間を必要としたため、その分だ
表10 札幌鉄道局調査による鉄道貨物1口あたりの小運送平均所要時間 (1931年3月10日調）
小D扱 特別小口扱
発地 運送店から駅構内迄の所要時間 1時間 11分 1時間 16分
駅構内での受託に要する時間 5時間 1分 1時間 41分
受託から貨車積込終了迄の所要時間 1時間 40分 2時間 18分
計 7時間 52分 5時間 15分
着地 列車到齋から貨車積卸終了迄の所要時間 1時間 50分 2時間 31分
積卸終了から配達人へ引渡す迄の所要時間 3時間 52分 2時間 52分
配逹人引渡しから荷主の荷受迄の所要時間 7時間 26分 4時間 2分
計 13時間 8分 9時間 25分
合計 21時間 14時間 40分
（出所）札幌鉄道局運輸課編『北海道に於ける貨物自動車』 （同課、 1931年）、 116ページ。
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け鉄道輸送は時間的なロスが大きかった。運賃についても事情は同じであり、例えば、北海
道の森町から函館まで鮮魚を50km余り輸送する場合の貨物自動車と鉄道の運賃を比較した表
11をみると、鉄道運賃は貨物自動車運賃の 3割程度なのにもかかわらず、小運送その他の諸
表11 森町・函館間の鮮魚1箇輸送費の比較 (1930年）
貨物自動車 料金
空容器の返送を含めた魚場より市場
或いは間屋戸D迄の運賃 40 
鉄道 料金
森駅函館間鉄道運賃 13.6 
小運送その他諸掛
魚場より森駅迄の馬車賃 5 
森駅運送店の取扱手数料 10 
函館駅運送店の取扱手数料 10 
函館駅より市場迄の配送料 5 
空容器返送の集荷料 5 
空容器鉄道運賃 4 
森駅運送店の取扱手数料、配送料 15 
小計 54 
合計 67.6 （銭）
（出所）札幌鉄道局運輸課編『北海道に於ける貨物自動車』 （同課、 1931年）、
119ペー ジ。
掛が追加されるため、総輸送費では貨物自動車より割高になってしまうのである32)。迅速
かつ機動的な貨物自動車輸送は、円滑な商品輸送を通じて生産地と市場あるいは消費地を接
近させ、それは需要の拡大と生産の増加を生み出し、生産地における購買力を増加させる可
能性をもっていた。そうしたメカニズムが働いた代表的事例が貨物自動車を利用した鮮魚や
蔵菜の輸送であり、鮮魚輸送や疏菜輸送の
恩恵を蒙った地域としては、九州地方沿岸
の漁業地域や東京周辺の近郊農業地帯など
があげられよう 33)。
最後に、貨物自動車の輸送距離にふれて
おこう。 1930年の輸送量355万余トンの輸
送距離別内訳を示した表12をみると、 50
kmまでの輸送が全体の73.3%をしめ、 100km
まで距離を延ばせば92%となり輸送量の殆
どをカバーしてしまう。当時の貨物自動車
輸送は短距離輸送が中心であり、その第 1
表12 貨物自動車距離別輸送量 (1930年）
距離 輸送量
~20 1,156,784 (32.5) 
~so 1,452,102 (40.8) 
~100 665,660 (18.7) 
~150 214,077 (6.0) 
~200 54,071 (1.5) 
~250 5,934 (0.2) 
250~ 7,600 (0.2) 
計 3,556,228 (100) 
(km) (t、%)
（注） 国有鉄道と競合する貨物3,556,228tについての
調査。
（出所）鉄道省運輸局編『貨物自動車影響調査』 （同
局、 1932年）、付表。
，?
80 関西大学『経済論集』第58巻第2号 (2008年9月）
の要因としては、自動車専用道路が全国規模で整備されていなかったことがあげられるだろ
う。ただ、 150kmを超える輸送もわずかではあるが行われており、例えば、神奈川県の平塚
から栃木県の宇都宮まで鮮魚 1トンを貨物自動車で輸送した事例では、輸送距離が195.2km、
運賃は40円、輸送時間は 8時間だった。なお、同区間を鉄道で輸送する場合、運賃は18円38
銭と貨物自動車より低額だったものの、輸送時間は自動車の7.5倍の60時間を要した34)。運賃
がかなり割高でも輸送時間の短さから貨物自動車が選択される商品も存在し、その代表例が
鮮魚、疏菜などの生鮮食品だったといえよう。
3. 貨物自動車の経営
(1)貨物自動車とその経営規模
貨物自動車には自家用自動車と営業用自動車があり、営業用自動車は定期営業と貸切営業
に分類される。自家用貨物自動車は会社、商店、工場、官公庁などが保有し、鉄道貨物や自
家工場の原料品や生産品の輸送に使用するもので、営業用貨物自動車は有償での物資輸送に
用いられる。貨物自動車全体では営業用自動車が大宗をしめ、その割合は、表13に示したよ
うに、 1920年代後半で70%台、 1930年代には85%前後に達していた35)。営業用貨物自動車の
うち、定期営業は特定の区間を 1日1回あるいは数回というように定期的に運行し、貸切営
業では予め区間などを設けず荷主の指示で随時随所に貸切輸送が行なわれた。定期営業と貸
切営業に携わる業者の割合について全国レベルの数値は不明だが、 1927年の九州地方では定
期営業者が10%、貸切営業者が90%36)、1933年頃の東北地方でも定期営業者が12%、貸切営
業者が88%となっており37)、全国的に貸切営業が営業用貨物自動車の中心だったと考えられ
る。定期営業が少ない理由としては、会社や商店などが定期貨物を自家輸送する割合が増
加していたことや、積載貨物が往復で平均的に確保できず不経済な運行になりやすかったこ
と、一定路線の運行では機動性という貨物
自動車の特徴が発揮されないことなどがあ 表13 自家用および営業用貨物自動車数（全国）
げられよう 38)。
貨物自動車輸送業は小規模経営が一般
的で、 1927年の九州地方では 1台所有が
全462業者の80%(369業者）を、 2台所有
が17%(78業者）をしめ39)、1933年の東
北地方でも l台所有が全1,317業者の80%
(1,048業者）を、 2台所有が16%(205業
10 
年 自家用
1924 3,169 (38) 
1926 3,087 (26) 
1928 4,268 (20) 
1930 4,724 (15) 
1932 5.461 (15) 
1934 6,454 (15) 
1936 8,660 (17) 
（出所） 『警察統計報告』各年。
営業用
5,113 (62) 
9,010 (74) 
17,451 (80) 
26,157 (85) 
30,478 (85) 
35,605 (85) 
42,678 (83) 
（台、％）
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者）をしめており 40)、両地方とも貨物自動車を 1台所有する業者の比率が8割に達してい
た。また、 1928年の名古屋鉄道局管内 9県でも貨物自動車 l営業者当りの車輌数は1.2台で
あり 41)、これらの数値をふまえれば、全国レベルでも業者の大半が 1台所有の小規模経営
だったとみていいだろう。したがって、貨物自動車輸送業への参入は比較的容易であり、
2,000円から3,000円程度の車両 1台と若干の営業費を用意すれば開業することができた。貨
物自動車輸送に参入した者の多くは、輸送手段を荷馬車や荷車から自動車に転換した在来の
物資輸送従事者だったと考えられ、斯業を専業とする者以外に、本業あるいは副業を有する
者も存在した。札幌鉄道局の調査によれば、 1930年10月時点で、北海道内国有鉄道沿線の貨
物自動車輸送業者86名中、貨物自動車営業を専業とする者が29名 (34%)、別に本業または
副業をもつ者が57名 (66%)であった42)。北海道では積雪時の営業が困難なため非専業率も
高かったと思われるが、兼営で貨物自動車輸送業を営む者は他地方でも一定の割合存在した
と推測される。
(2)貨物自動車の経営状況
貨物自動車輸送業の経営費は直接的運転経費と間接的運転経費に大別され、ガソリン
費、モビールオイル費、タイヤ費、人件費が直接費に、修繕費、事故賠償費、自動車減価
償却費、建造物減価償却費、車庫費、公租公課、その他費用が間接費に分類される。全国
レベルの平均的経営費は不明なため、ここでは1932年における仙台鉄適局管内貨物自動車
1 km当りの平均経営費を取り上げて経営費目を見ていこう。経営費の総額13.65銭 (100%)
の内訳は、ガソリン費2.47銭 (18%)、モビールオイル費0.32銭 (2%)、タイヤ費1.31銭
(10%)、人件費3.13銭 (23%)、修繕費0.98銭 (7%)、事故賠償費0.34銭 (2%)、自動
車減価償却費3.78銭 (28%)、建造物減価償却費0.72銭 (5%)、車庫費0.18銭 (1%)、公
租公課0.28銭 (2%)、およびその他費用0.14銭 (1%)であった43)。経営費の中で最大の
割合を占めたのが自動車減価償却費で、人件費、ガソリン費、タイヤ費、修繕費がこれに次
いでいる。貨物自動車の耐用年数はフォードとシボレーの旧型で2年ないし4年、その他は
4年ないし 6年とされていたが、耐用年数は車両を使用する条件によっても変動したことか
ら、減価償却に失敗して新車が購入できず、営業の中断を余儀なくされる事例も少なくな
かったという 44)。買い替えの際には下取りや分割払いも行われた45)。貨物自動車輸送業の
従業員は運転手と助手の 2名というのが一般的だったが、経営者やその家族が運転手あるい
は助手を兼ねることも多かった46)。ガソリンはライジングサン会社の貝印、スタンダード
会社のソコニー、日本石油の蝙蝠などが主要銘柄で、タイヤは内部にチューブを用いた空気
入りのニューマチックタイプが広く利用され、ダンロップ、グッドイヤー、グッドリッチの
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製品が大宗をしめていた47)。ガソリン費やタイヤ費、修繕費の負担額は走行する道路の良
否などに左右されたため、道路状況の改善はこうした費用の負担軽減につながり、岐阜県の
事例では道路改良の結果、タイヤの耐久距離が2.4倍、車両の使用期間も2.2倍に延び、走行
中の車体やタイヤの損傷も大幅に減少したという 48)。なお、公租公課としては、貨物自動
車輸送業者に対する営業税（国税）、貨物自動車所有者に対する自動車税（県税）、および
自動車税付加税（市町村税）があり、自動車税とその付加税は府県、市町村により税率や
課税の基準が異なっていた49)。また、自動車の通行により路面が破壊されるという理由か
ら、貨物自動車営業者に道路損傷負担金を課する府県もあった50)。
では、貨物自動車輸送業はいかなる経営状況にあったのだろうか。仙台鉄道局の調査によ
れば、貨物自動車の経営状態には変遷があり、貨物自動車が利用され始めた当初は、車両価
格や燃料代が高額で修繕費も嵩んだため営業成績は不調だったが、貨物自動車が普及すると
価格等の問題も解消され営業状態も上向いた。しかし、貨物自動車の急激な増加は輸送業者
間の競争を激化させ運賃の低下を招き、経営は再び悪化したという 51)。こうした経営状況
の変化を裏付ける利益率などの数値は資料の制約から得られないが、表2および4に示した
ように、 1920年代末から30年代前半にかけて貨物自動車が全国的に急増したことは事実であ
り、仙台の他に札幌、名古屋、門司の各鉄道局も、貨物自動車輸送業で過当競争が生じてい
たことを指摘している52)。東北地方や北海道の事例からは、鉄道貨物の集配や近隣地域の
配送を行っていた貨物自動車業者が、同業者の急増や他地域業者の参入による荷不足のため
営業範囲の拡大を余儀なくされ、市外、郡外、あるいは県外に進出して鉄道と競合する輸送
を行うようになったことが判明し53)、貨物自動車の活動範囲の拡大は鉄道輸送に影響を与
えただけではなく、貨物自動車の競争にも拍車をかけたと考えられる。そのため、同業組合
を組織して輸送料金を統制する動きもみられ、例えば、仙台市に設立された貨物自動車組合
では組合内で運賃を統一しようと試みたが、他地方から入ってくる業者が低料金の帰り荷で
荷物を奪ってしまうため、運賃の低下に歯止めがかからず、価格の統制は困難であったとい
う。貨物自動車組合の組合長は「現在ノ料金ハ営業者二於テ定ムルニアラズシテ荷主二於テ
指定スルノ観アリ」と述べている54)。貨物自動車の営業範囲が拡大した影響に関しては、
弘郁市の事例も興味深い。 1932年頃同市には青森などの市外から貨物輸送業者が多数進出
し、それらの業者は鮮魚を移入し雑貨を帰り荷としていた。運賃は弘前の業者が対抗できな
いほど切り下げられており、弘前の業者が青森まで貨物自動車で荷物を輸送するには確実
な帰り荷の目算がなければ13円を要したが、青森の業者がそれを帰り術とすれば7、8円で
輸送でぎるので競争にならなかった。こうした貨物自動車輸送は国有鉄道の貨物も奪ってい
たため、青森運輸事務所は対応策として青森弘前間小口混載貸切扱を行って荷物の誘致に努
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めたが効果はあがらず、かえって自動車運賃の低下を招いて指定運送店の欠損となったこと
から、貸切扱の廃止を余儀なくされた55)。
こうした競争のなかで貨物自動車輸送業者は種々の経営努力を行っており、人件費などの
経費節減のほか、往路で荷物を入れた容器などを復路無料で輸送したり、運送途中で荷物の
委託注文や代金取立てを行うなど、 「荷主トノ関係ヲ密ニシ之二依リ地盤ノ確保二腐心」し
ていた56)。一定の顧客を持つことは経営の安定に不可欠の要素だったといえよう。また、輸
送効率をあげるための過積載も横行しており、名古屋鉄道局管内では貨物自動車が往路で積
載トン数以下になることは稀で、通常5分の 1トンないし 2分の 1トンの過載が行われ57)、
青森市では 1トン半積車両に 2トンから 3トンもの荷物を積んでいたというが58)、過積載
は車両やタイヤの損傷から結果的に経費の増加につながる恐れもあった。このほか、公租公
課や道路損傷負担金の軽減を求める運動も行われていた59)0 
仙台鉄道局は1932年に管内の貨物自動車定期営業者に対して営業成績調査を実施し、仙台
運輸事務所管内では38業者全てが普通と回答し、盛岡運輸事務所管内では41業者のうち良好
が21、梢良が12、辛うじて営業が6、不良が 1、収支償わざる状況が 1、福島運輸事務所
管内では43業者のうち良好が10、梢良が2、普通が22、良好ならずが5、不良が4であっ
た60)。全体では122業者中、良好と梢良が45(37%)、普通が60(49%)、辛うじて営業、
良好ならず、不良、収支償わざる状況が17(14%) となり、 8割以上の業者は経営的に成り
立っていた計算になる。良好、梢良と回答した業者は特定の顧客を確保するなど安定した経
営を行っていたとみていいだろう。一方、 「辛うじて営業」以下の業者は経営状態がかなり
悪かったと思われ、貨物自動車輸送業を他業と兼営していた場合には、本業あるいは副業の
収入で貨物自動車営業の赤字を補填していた可能性もあるだろう。問題は普通と回答した業
者の経営状況であり、上記の議論を踏まえれば、これらの業者が言う普通は、 「良好」に近
い普通というよりも「良好ならず」に近い普通であった可能性が高く、多くの業者は厳しい
競争の中で種々の経営努力を行いつつ経営を成り立たせていたと推測される。貨物自動車営
業の大半をしめる貸切営業者に対する営業成績調査は行われていないため、この調査結果
から全体の傾向を即断できないことはいうまでもないが、門司鉄道局の調査によれば、同
局管内では廃業する貨物自動車営業者も多く、事業を継続させることは簡単ではなかった
という 61)。貨物自動車輸送業への参入が比較的容易だったことは前章で指摘したが、それ
は同時に退出の容易さをも意味していたといえるだろう。
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4. むすび
以上の考察から、戦間期日本における貨物自動車輸送の特質について次のようにまとめる
ことができる。戦間期の日本では南関東、近畿など大都市圏から地方へと貨物自動車の利用
が拡大し、その要因としては、フォードと GMが日本法人を設立してノックダウン方式で自
動車を供給したこと、および1920年以降の全国的道路改良によって道路状況が改善したこと
などがあげられる。当時、貨物輸送にはフォードとシボレーの 1トン積車両が広く使用さ
れ、 100km以内の短距離の輸送が中心であった。戸口から戸口への輸送が可能な貨物自動車
は、小運送が必要な鉄道に比べて輸送時間と輸送費で優位に立っており、鉄道の補助輸送の
ほか鉄道と並行する輸送にも進出し、部分的ではあったものの、鉄道輸送から自動車輸送へ
の貨物の移転が生じていた。また、迅速かつ機動的な輸送を特色とする貨物自動車は、鮮魚
や野菜、果物といった鮮度の維持が不可欠な商品の輸送に適していたことから、都市化の進展
に伴い人口が増大していた都市部向けの生鮮食品が貨物自動車の重要な輸送品目であった。
貨物自動車輸送業は自動車を 1台所有する小規模経営が一般的で、荷主の指示で随時随所
を輸送する貸切営業が中心であった。主な経営費目としては自動車減価償却費、人件費、
ガソリン費、タイヤ費、修繕費などがあげられる。車両やガソリンの価格は低下傾向にあ
り、道路改良による道路状態の改善はタイヤ費や修繕費を減少させる効呆を持ったが、貨物
自動車輸送菓者の急増は激しい価格競争を招き、運賃の低下は経営を圧迫したため、輸送業
者は種々の経営努力を行うとともに営業範囲を拡大し、それは貨物自動車と鉄道との競合に
つながる一方、貨物自動車営業の競争に拍車をかけることとなった。本稿では、戦間期にお
ける貨物自動車輸送の全国的概観を行ったが、それを踏まえたより詳細な地域レベルの分析
については今後の課題としたい。
＊本稿は、平成20年度関西大学研修員研修費による研究成果の一部である。
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